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新潟市における介護報酬「地域区分」見直し（引き下げ）撤回および介護報酬における 

級地区分設定の仕組みそのものの見直しを求める要請書 

 

国民のいのちと健康、そして地域福祉を守るために、日夜激務に励まれていることに心より敬意を

表します。 

さて、令和９年度介護報酬改定に向けた国の議論において、公務員の地域手当改定に準拠する形

で、新潟市の地域区分（現行：７級地・上乗せ割合３％）を「その他（０％）」へ引き下げる検討が

進められています。しかし、物価高騰や光熱水費の上昇、他産業との賃金格差による深刻な人材不足

が続く中での実質３％の報酬削減は、介護事業所の経営基盤を著しく破壊し、地域における介護提供

体制を崩壊に追い込む極めて深刻な事態を招きます。 

当連合会では２０２６年９月、新潟市内の介護事業所を対象に「介護報酬の地域区分見直しに関す

る緊急アンケート調査」を実施し、１２６事業所から切実な回答を得ました。回答事業所の９割近く

が、経営の危機に直面すると訴えています。また「給与が高い地域や他業種へ人材が流出する」な

ど、人材確保の難航が極まる懸念が示されています。さらに「新潟市は冬季の降雪対応や車移動のガ

ソリン代・維持費等の固定経費が不可欠であり、都市部のような効率的な巡回が困難。公務員手当基

準での一律引き下げは現場実態にそぐわない」、「他産業の最低賃金引き上げの中で介護報酬が下が

れば、賃上げ原資が失われ倒産・廃業を選ばざるを得ない」といった切実な声が数多く寄せられてい

ます。 

公務員の地域手当に機械的に準拠する仕組みは、実際の介護現場におけるコスト構造や地域特性、

激化する人材獲得競争の実態を反映していません。新潟市における地域区分の引き下げは、これまで

国が進めてきた「地域包括ケアシステムの構築」に完全に逆行するものです。 

地域で暮らす高齢者が住み慣れた街で安心して暮らし続ける権利と介護提供体制を守るため、私た

ちは以下の通り強く要請いたします。 

 

【要請項目】 

1. 新潟市における介護報酬地域区分「７級地（３％）」の維持、および引き下げ方針

の即時撤回 

公務員地域手当との連動のみで判断せず、物価・燃料費高騰や地域特性、事業所の

経営実態を踏まえ、現行の区分を維持すること。 

2. 介護報酬における地域区分設定の仕組みそのものの見直し 

他産業の賃金水準や公共交通機関の整備状況、雪害等の地域負担など、介護事業の

経営実態・移動経費の実情に即した評価基準へ見直すこと。 

以上 
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介護報酬の地域区分見直しに関するアンケート結果 

2026 年 10 月 20 日 

新潟県民主医療機関連合会 

○集約期間：2026 年 9 月 11 日～10 月 16 日 

○発送件数：新潟市内 750 の介護事業所 

○回 答 数：126 件（回答率 16.8％） 

 

○設問と回答 

 

 

貴事業所の主な介護サービスの種類をお選びください。（1 つに〇） 

①特別養護老人ホーム（地域密着型含む）  ②介護老人保健施設 

③認知症対応型共同生活介護  ④小規模多機能型居宅介護（看護含む） ⑤短期入所生活介護 

⑥通所介護（デイサービス） / 地域密着型通所介護  ⑦訪問介護 

⑧定期巡回型・随時対応型訪問介護看護  ⑨訪問看護  ⑩通所リハビリテーション 

⑪訪問リハビリテーション  ⑫居宅介護支援（介護予防含む）  ⑬福祉用具・住宅改修 

その他（具体的に：                               ） 

 

【回答】 

サービスの種類 件数 占有率 

①特別養護老人ホーム（地域密着型含む） 11 8.7％ 

②介護老人保健施設 9 7.1％ 

③認知症対応型共同生活介護 21 16.7％ 

④小規模多機能型居宅介護（看護含む） 12 9.5％ 

⑤短期入所生活介護 9 7.1％ 

⑥通所介護（デイサービス）/ 地域密着型通所介護 18 14.3％ 

⑦訪問介護 25 19.8％ 

⑧定期巡回型・随時対応型訪問介護看護 1 0.8％ 

⑨訪問看護 13 10.3％ 

⑩通所リハビリテーション 0 0％ 

⑪訪問リハビリテーション 1 0.8％ 

⑫居宅介護支援（介護予防含む） 5 4.0％ 

⑬福祉用具・住宅改修 0 0％ 

※その他 1 0.8％ 
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現在、新潟市は地域区分「7 級地（上乗せ割合 3％）」となっていますが、今後の国の制度見直しによ

り、これが「その他（0％）」へと実質引き下げられる方向です。これに関して想定される影響をお尋

ねします。 

 

問 1.貴事業所では、今後引き下げが実施された場合の事業運営への影響をお聞かせください。 

（1 つに〇）  

①事業継続が厳しくなる  ②大きく影響する  ③多少影響する  ④影響しない   

⑤わからない 

 

【回答】 

事業運営への影響について 件数 占有率 

①事業継続が厳しくなる 53 42.1％ 

②大きく影響する 59 46.8％ 

③多少影響する 10 7.9％ 

④影響しない 0 0％ 

⑤わからない 4 3.2％ 
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問 2. 貴事業所では、今後引き下げが実施された場合に、職員の処遇改善や人材確保への影響につい

てお聞かせください。（複数回答可）  

①給与（介護報酬）が高い地域や他業種へ人材が流出・転職する傾向が強くなる。 

②特に外国人介護労働者の県外への流出が加速すると思われる。 

③適正な人材や専門資格職（ケアマネジャー、看護師、介護福祉士等）がさらに集まりにくくな

る。 

④収益が目減りする一方で、人件費の高騰に対する負担が大きい 。 

その他（具体的

に：                                    ）  

 

【回答】                                複数回答可 

職員の処遇改善や人材確保への影響について 件数 回答率 

①給与（介護報酬）が高い地域や他業種へ人材が 

流出・転職する傾向が強くなる 

81 64.3％ 

②特に外国人介護労働者の県外への流出が加速する 

と思われる 

13 10.3％ 

③適正な人材や専門資格職（ケアマネジャー、看護 

師、介護福祉士等）がさらに集まりにくくなる 

75 59.5％ 

④収益が目減りする一方で、人件費の高騰に対する 

負担が大きい 

106 84.1％ 

⑤その他 

 

4 3.2％ 
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問 3. 貴事業所では、今後引き下げが実施された場合のサービス継続のための工夫、対策等について

お聞かせください。（封数回答可） 又は具体的にご記入ください。 

①加算取得の再検討 

②経費削減 

③昇給額の検討（給与等の見直し） 

④減収となる事業所の終了（合併含む） 

⑤利用者の自費負担を上げる事を検討 

⑥これ以上対策を講じる事が極めて困難 

その他（具体的に：                              ） 

 

【回答】                                複数回答可 

サービス継続のための工夫、対策等 件数 回答率 

①加算取得の再検討 57 45.2％ 

②経費削減 83 65.9％ 

③昇給額の検討（給与等の見直し） 45 35.7％ 

④減収となる事業所の終了（合併含む） 30 23.8％ 

⑤利用者の自費負担を上げる事を検討 45 35.7％ 

⑥これ以上対策を講じる事が極めて困難 43 34.1％ 

⑦その他 7 5.5％ 
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問 4.地域区分について、その他介護保険について新潟市及び厚生労働省に対しての、率直なご意見を

ご記入ください。 

【回答】
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問 5.その他介護事業全体に対し、ご自由にご意見をご記入ください。 

【回答】
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